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Ⅰ　はじめに

　戦後，日本では復興のために水資源を中心とし
た地域環境資源の調査が農水省，九学会連合，資
源科学研究所などによって積極的に行われ，様々
な報告書も作成されて，それらをもとに急速な開

発が進められた（小林, 1952・三井, 1962 など）。
　昭和 30 年代から 40 年代にかけての高度成長期
には国全体が様々な分野で著しい発展を遂げた
が，全国至る所で激しい水質汚濁と様々な環境問
題・社会問題が発生した（三井, 1972 など）。
　それらを防ぐ対策として，1970 年の水質汚濁防
止法をはじめとした法律が整備され，「公共用水
域の水環境調査」が継続して実施されるようにな
り，水質の改善が明らかになってきた（図 1）。
　しかし，市民を中心として 2004 年から継続さ
れてきた「身近な水環境の全国一斉調査」の結果
では水質はほとんど変化しておらず，矛盾があり，
比較検討のために，独自に調査地点を全国に展開
し，解析を行ってきた（小寺ほか，2018 など）が，
都道府県別の水質の違いは明らかになってきたも
のの，汚水処理普及率などとの相関は悪く，さら
に詳細な検討の必要性が示唆されている（小寺，
2022a）。
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要　約

　日本における河川水質は，高度成長期の 1950 ～ 1960 年代に著しく悪化したが，1970 年の「水質汚濁防止法」
などの法整備によって 1980 年代末には見違えるように改善された。しかし，人々が暮らす身近な地域での水
環境としては，まだ問題のある地域が多いことは，既報（小寺，2022）の通りである。前稿でも，公的機関が
行っている「公共水域の水環境調査」と市民団体を中心とした「身近な水環境の全国一斉調査」の結果を比較し，
日本の河川水質の長期変化と特性について都道府県別のデータを中心に考察したが，本稿では，市町村別に分
類したデータをもとに，さらに詳細な特性を示し，北海道地域についても具体的にデータを整理し，今後の研
究の方向性を示した。
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図 1　河川水質の類型ごとの長期変化（環境省, 2022a）
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　そこで，本稿では，「身近な水環境の全国一斉
調査」の結果をさらに細かく市町村別に整理し，
地域差を明確にすると同時に汚水処理普及率など
とも比較を行って，河川水質の現況と課題をより
詳細に示したい。また，あわせて，北海道を事例に，
流域単位での検討も進め，今後の全国的な流域単
位での解析の方向性を示したい。

Ⅱ　研究方法

　まず，過去の水質変遷を明らかにするために，
1920 年～ 1970 年について，「地理学評論」，「日本
陸水学会誌」，「資源研彙報」などの調査結果や研
究論文について，水質記録の分析を行い概要を把
握した。次に，1970 年以降について，「公共用水
域の水環境調査」の結果を国立環境研究所がデー
タベース化したものを活用して解析し，2004 年以
降の「身近な水環境の全国一斉調査」結果と比較
した上で，法政大学が一斉調査にあわせて実施し
てきた全国の調査結果を整理し，特に 2018 ～
2022 年の結果を中心に解析し，さらに市町村別の
結果について考察し，日本の河川の水質特性を明
らかにした。また，北海道に関しては，流域単位
でも検討を行った。

Ⅲ　「公共用水域の水環境調査」

1．調査の概要

　公共用水域の水質の測定は，「水質汚濁防止法
（1970 年法律第 138 号）」の規定に基づき，昭和
46 年度以来，「環境基準項目」を中心に，全国の
都道府県が毎年定める測定計画に従って，都道府
県，水質汚濁防止法政令市のほか，一級河川国直
轄管理区間については，国土交通省地方整備局等
によって実施されている（環境省, 2022a ほか）。
　また，「特定水道利水障害の防止のための水道
水源水域の水質の保全に関する特別措置法（1994
年法律第 9 号）」の規定に基づき，平成 7 年度以降，
水道水源水域におけるトリハロメタン生成能の測
定が，都道府県等によって実施されている。

2．水質測定の項目・地点数・達成率

（1）測定項目
　環境基準項目は，カドミウム，全シアンといっ
た人の健康の保護に関する「健康項目」と，有機
汚濁の代表的指標である生物化学的酸素要求量

（BOD），化学的酸素要求量（COD），水素イオン
濃度（pH），全窒素・全燐などの生活環境保全に
関する「生活環境項目」に大別される。
　健康項目は，昭和 46 年度には 8 項目であったが，
以降，順次見直され，令和元年では 27 項目となっ
ている。
　生活環境項目は，当初 7 項目であったが，以降，
順次見直され，現在では 13 項目となっている。
また，「水道水源法」の規定に基づき，特定項目
とされているトリハロメタン生成能については平
成 7 年度より測定が行われている。
　この他，人の健康の保護に係る物質，または，
生活環境のうち水生生物の保全に係る物質ではあ
るが，公共用水域等における検出状況等からみて，
直ちに環境基準項目とはせず，引き続き知見の集
積に努めるべき物質を「要監視項目」として設定
し，都道府県ごとの水質測定計画への位置づけ等
により知見の収集に努めている。現在，要監視項
目は，人の健康の保護に係る要監視項目として 26
項目，水生生物保全に係る要監視項目として 6 項
目が設定されている。

（2）測定地点数及び検体数
　令和 2 年度における健康項目の測定地点数及び
検体数は，前年度に比べ，それぞれ 0.8％減少（5,276
地点），2.6％増加（199,707 検体）した。また，生
活環境項目の測定地点数及び検体数は，前年度に
比べ，それぞれ 1.0％減少（7,004 地点（類型指定
水域数：3,326 水域），0.9％減少（456,621 検体）
した（環境省, 2022a ほか）。

（3）環境基準達成率
　すべての水域において達成率は上昇傾向にあっ
たが，河川の 93.5％（前年度 94.1％）に対して，
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湖沼 49.7%（前年度 50.0%），海域 80.7%（前年度
80.5%），平均 88.8％（89.2%）となっており，湖
沼では平成 15 年以降上昇傾向ながら，海域では
昭和末頃よりも現在の方が低い達成率となってい
るなど，平均して横ばい状態となっている。

3．水域ごとの結果

　水域ごとの水質変化を見ると，河川では著しい
改善傾向があるものの，湖沼ではそれほどでもな
く，海域では平成 10 年以降悪化した状況が継続
している（図 3）。

（1）河川の水質長期変化
　全体的には改善傾向にあるものの，細かく見る
と，昭和 60 年前後，平成 6 年前後，平成 17 年前
後に，約 10 年周期で数年間水質悪化の傾向がみ
られるのが興味深く，最近でも平成 28 年以降，
特に E 類型・D 類型で水質悪化の傾向が見うけら
れる。約 10 年周期の渇水期とも呼応しており，

河川流量の減少が関係していると考えられるが，
今後の地球温暖化の影響予測にもつながる新たな
課題の発見であり，今後の詳細な解析が期待され
る（図 1）。

（2）湖沼の水質長期変化
　昭和 54 年から令和 2 年までの約 40 年間で，A
類型及び B 類型では約 25％改善されているもの
の，AA 類型では 10％程度悪化しており，その違
いについての解析が，今後の課題である（図 4）。

（3）海域の水質長期変化
　他の水域と比べて，あまり大きな変化はないが，
平成5年くらいから全ての類型で悪化傾向にあり，
C 類型では平成 20 年頃から改善傾向にあるもの
の，A 類型及び B 類型ではほとんど変化がなく，
平均して，昭和末の頃よりも悪化した状況が続い
ているといえる（図 5）。

図 3　水域別の水質長期変化（環境省, 2022a）

図 4　湖沼の水質長期変化（環境省, 2022a）

図 2　環境基準達成率の長期変化（環境省, 2022a）

図 5　海域の水質長期変化（環境省, 2022a）
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4．河川の測定点と水質の変化

　当初（1971 年），約 1,000 地点程度だった測定
地点数は，徐々に増加し，1990 年代には 6,000 地
点弱に達して，その後同程度の地点数で現在まで
推移しているが，最近は若干減少傾向にある。
　かつて，BOD2 以上（75% 値）が約 74%，4 以
上が 42% だった（1971 年）ものが，最近（2016 年）
では，2 以上 22%，4 以上が 0.8% と著しく水質は
改善してきている（図 6）。

Ⅳ　「身近な水環境の全国一斉調査」

1．調査の概要

　近年，河川や水辺の水環境の保全や修復に関す
る市民の意識が高まり，1980 年代から様々な地域
で，身近な水環境の調査が実施されて来たが，
1990 年代には，いくつかの水関連学会で活動結果
が報告されるようになり，2000 年代になると市民
科学の発表の場も作られるようになって，2003 年
には，岡山理科大学で開催された日本陸水学会で
のシンポジウム（私がコンビーナーを務めた）に
あわせて市民活動のポスター発表があり，活発な
議論が行われた（2003）。
　その流れを受けて，調査の方法や項目がまちま
ちで測定精度も保証されていなかったものを有効
に活用するために，マニュアルや調査項目を統一
して，全国で一斉に調査しデータベース化して活
用できるよう 2004 年から始まったものが「身近

な水環境の全国一斉調査」で，2022 年には 19 回
目の調査を実施し，平均して約 700 団体が参加し
て，約 6,000 地点で，2020 年の段階で延べ 11 万
人以上が調査に参加してきた（佐山, 2022）。
　当初約 2,500 だった調査地点は，2008 年には
6,000 地点を超え，その後地点数は増減しながら
も継続されているが，水質の比率は変わらず，最
近でも約半数が COD4 以上となっていて，「公共
水域の水環境調査」とは異なって，水質が改善さ
れてきているとはいいがたい（図 7）。

2．総地点数と法政大学の地点数

　正式に，団体として法政大学水文地理学研究室
が調査に参加し始めたのは 2008 年で，総地点 6,000
突破に一役を買ったが，その後，法政大学を除く
地点数が減少の一途をたどっているため，2017 年
からは，総地点数 6,000 を維持するために，毎年
1,500 地点以上の調査を継続しており，2020 年に
は 2,000 地点を調査した（図 8）。

図 6　水質の割合の変化
（国立環境研究所の DB より作成）

図 7　調査地点数と参加者の推移

図 8　総地点数と法政大学地点数の変化
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3．第 19 回（2022 年）の調査結果

（1）調査地点数と参加団体数
　2022 年 6 月 5 日（日）を統一日として実施され
た第 19 回目の全国一斉調査は，660 の団体が参加
して，5,183 地点で行われた。データ処理の関係で，
法政大学で実施した約 1,500 地点のうち半数近く
が集計に入らなかったので，総地点数は前年と比
べて減ったが，統一日の地点数は，2021 年の 1,569
地点と比べて 2,035 地点と増えた。
　都道府県別の分布をみると，例年通り，東京・
埼玉・神奈川・滋賀で特に多く，市民活動の盛ん
な茨城・長野・新潟・岡山でも 300 地点近くの調
査が行われている（図 9：全国水環境マップ実行
委員会，2022）。

（2）水質の調査結果
　法政大学の結果の一部が集計に反映されていな
い関係で，前稿で示したような電気伝導度（EC）
や pH の分布図を示すことができず，COD の都道
府県別分布図も示すことができないが，全体の
COD の値では，3 未満が 39％，3 以上 6 未満が
42％，6 以上が 19％となっており，例年と同様の
結果となっている。法政大学で実施した上流域や
都市河川の値が入っていないことで，上下の割合

が少し低い結果となっていると考えられる。　　　　　

（3）都道府県別調査団体と地点数
　本調査に 10 年以上参加している団体は，全国
で 289 と，2021 年（222） と 比 べ て 増 え た が，
2022 年までに 19 回全て参加した団体は 71 と，
2021 年の 78 と比べて減った（全国水環境マップ
実行委員会 ,2022）。コロナの影響も大きいが，会
員の高齢化によって継続調査ができなくなる団体
が増えつつある。都道府県別の継続団体数には偏
りがあり，東京・埼玉・茨城・山梨・滋賀など，
人口が多く，市民活動が活発な地域で継続団体数
が多いが，岡山や長野のように，調査地点数は多
くても，多くの団体の結果を取りまとめるネット
ワーク団体の形で報告している地域では，継続団
体数が少なく表現されている。残念ながら，栃木・
福井・三重・鳥取では，10 年以上参加している団
体が一つもなく，千葉・和歌山・大分・宮崎・鹿
児島でも 1 団体のみである（図 10）。
　継続団体も調査地点数も少ない都道府県の調査
を補うため，2017 年から法政大学水文地理学研究
室と，NPO 法人 ･ 地域環境科学研究会が協力し
て全国の地点を補い，2018 年には，全都道府県で
20 地点以上を実現し，その後も継続的な調査を

図 9　調査地点数と参加団体数（2022 年）

図 10　都道府県別の継続調査団体数（2022 年）
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行ってきたが，2022 年は集計から調査地点の約半
数が漏れたことで，20 地点以下の都道府県が 8 と
なってしまったことは残念である。今後のことを
考えると，やはり活動の盛んでない地域で参加団
体を増やす継続的な努力が必要である（図 11）。

Ⅳ　過去の水質データの復元と活用

1．日本における 1970 年以前の水質データ

　日本では，水質汚濁防止法（1970）で義務付け
られるまで，公的に継続的に測定・記録した水質
データがなく，個別の研究成果に頼らざるを得な
い。地理学の分野では，吉村信吉による精力的な
調査とその結果が地理学評論を中心に 1920 年代
から残されているが，湖沼や地下水に関するもの
が中心で，河川水質に関するものは少ない。
　一方で，小林　純による河川水質に関する報告
も 1940 年代から多くあるが，ほとんどが学会で
の発表要旨で，水質を復元するのは困難である。
また，1960 年代には，資源科学研究所による調査
報告があり，1970 年代に入ってから，それらをま
とめた研究成果も出ている（三井, 1972 など）が，
系統的に記録として整理するには時間がかかる。

2．小林（1961）論文から

　そうした中で，小林（1961）では，調査地点と
水質が一覧で示されているため，活用できる可能
性が高く，まず，位置情報について確認した（図 12）。
　残念ながら，位置情報の記録が不正確で，正確
に調査地点を特定できたのは，一部にすぎず，大

体の位置を特定できたに過ぎないが，河川の代表
点として日本地図の上にプロットする程度には配
置することができたので，今後は水質の分布図を
作成するなどして当時の水質を復元したい。

Ⅴ　「全国一斉調査」の都道府県別結果

1．17 回（2020 年）と 18 回（2021 年）の比較

（1）第 17 回（2020 年）
　基本的には，小林（1961）の調査地点を意識し，
大小様々，一定以上の流量と規模の河川すべての
下流部を中心に，日本全国の沿岸域を調査した。
また，定点の北海道（常呂川・網走川）・千葉（房
総半島）・長野（御嶽山・浅間山）・群馬（草津白
根山）などを加え，2,080 地点を調査した。

（2）第 18 回（2021 年）
　2020 年が河川下流域を中心としたのに対し，定
点等の一部継続調査地点を除いて，中上流域の別
の地点を主な調査地点とした。開始時期は，前年
同様 4 月末だったが，昨年，調査結果の整理・報
告に手間取ったことから，7 月末までを調査期間
としたため，総地点数 1,407 と，500 地点以上減
少した。　　　　　

図 11　都道府県別調査地点数（2019 ～ 2021 年）

図 12　小林（1961）による調査地点
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2．都道府県別の電気伝導度（EC）中央値

　2020 年と 2021 年は，いずれもほぼ各都道府県
で 20 地点以上調査しながらも，沿岸域（2020 年），
内陸域（2021 年）と調査地点が異なるので，それ
ぞれの都道府県別の EC 値を比較した。

（1）2020 年の都道府県別 EC 中央値と変動係数
　2020 年の都道府県別 EC 観測値の中央値と変動
係数をみると，千葉・神奈川・埼玉・香川でいず

れも高く，島根・徳島・愛媛では，EC が低いに
も関わらず，変動係数が高い（図 13）。

（2）2021 年の都道府県別 EC 中央値と変動係数
　原則として，内陸部を対象としたことから，千
葉・沖縄・神奈川を除いて大きく値が下がったが，
変動係数も下がり，秋田・福島・鳥取・大分など，
EC100 ～ 150 の範囲で変動係数が高いのが特徴で
ある（図 14）。

（3）第 17 回（2020）と第 18 回（2021）の比較
　2021 年の値の方が高くなっている千葉・青森・
長崎・長野・岐阜を除いて，ほとんどの地域で全
体的に値が下がったが，特に，秋田・石川・富山・
香川・山口等での低下が著しい。また，前年同様
岐阜では変動係数が高いが，鳥取でも同様の傾向
が出た。沖縄の値が高くなったのは，沖縄本島の
地点数が増えたことによると考えられる（図 15）。

3．都道府県別の COD75% 値

　EC と同様に，COD でも 2020 年と 2021 年の都
道府県別の値を比較するが，ここでは，中央値で
はなく 75％を用いた。

（1） 2020 年の都道府県別 COD75% 値と変動係
数

　愛知と秋田で5 以上と高く，4 以上の道県も14ある。
ECと比べて変動係数は低いが，岐阜県では，COD
値が低いにもかかわらず，変動係数が高い（図 16）。

図 15　第 17 回と第 18 回の関係（EC 中央値）

図 14　第 18 回（2021 年）EC 中央値と変動係数

図 13　第 17 回（2020 年）EC 中央値と変動係数
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（2） 2021 年の都道府県別 COD75% 値と変動係
数

　同様に，全体的には値が下がったが，特に，秋田・
石川・富山・香川・山口等での低下が著しい。また，
前年同様岐阜では変動係数が高いが，鳥取でも同
様の値が出た。沖縄の値が高くなったのは，沖縄
本島の地点数が増えたことによると考えられる

（図 17）。

（3）第 17 回（2020）と第 18 回（2021）の比較
　EC と比べて相関係数が低く，ばらつきが大き
い。埼玉・佐賀・沖縄・島根・群馬・岐阜で値が
大きくなったのは，地点数の増加が，秋田・石川・
富山・山口・香川・高知で下がったのは，中上流
域の調査が増えたことが関係していると考えられ
る（図 18）。

4．EC 中央値と COD75% 値の比較

　必ずしも直接的な関係にはないが、それぞれに
水の汚れの指標となる EC と COD の関係を、そ
れぞれ中央値と 75% 値で比較した。

（1）2020 年の EC 中央値と COD75% 値
　相関は悪く，COD に対し EC が高い沖縄・千葉・
神奈川は主に海塩の，逆に愛知・秋田・石川・三
重は，不十分な排水処理の影響と考えられる（図
19）。

図 18　第 17 回と第 18 回の関係（COD75% 値）

図 16　第 17 回（2020 年）COD75％値と変動係数

図 17　第 18 回（2021 年）COD75％値と変動係数

図 19　第 17 回（2020 年）の EC と COD

62 文学部紀要　第 86 号



（2）2021 年の EC 中央値と COD75％値
　2020 年と同様，千葉・沖縄・神奈川ではいずれ
も高く相関が良いが，佐賀県の COD が高いのが
目立つ。調査地点を詳細に比較してみる必要があ
る（図 20）。

5．汚水処理普及率との関係

（1）令和元年の都道府県別汚水処理普及率
　都道府県別に汚水処理施設の普及率を整理して
みると，東京・神奈川・京都・滋賀・大阪・兵庫
等の都市域は当然のことながら，北海道・富山・
福井・長野などでも普及率が高いことがわかり，
徳島・和歌山・高知で極端に低いことがわかった。

山がちな地域で普及率が低いことはわかるが，地
方でも都市域に人口が集中していると高くなり，
北海道が特に高いのは，山岳域に人が居住してい
ないことが関係していると思われる（図 21）。

（2）都道府県別汚水処理普及率と EC・COD
　都道府県別の汚水処理施設普及率と，一斉調査
の 2020 年と 2021 年の EC・COD の関係を図化し
てみたが，特に相関はみられない。それぞれ，都
道府県単位でまとめた数値であり，各調査地点と，
汚水処理施設の位置などを考慮しているわけでも
なく，対応関係をみることは，困難である。
　しかし，流域単位や，市町村単位で同様の資料
を整理することができれば，観測地点との関係も
見ることができ，汚水処理施設の普及が水質に関
係していることを示せるはずである（図 22）｡

Ⅵ　「全国一斉調査」の市町村別結果

　都道府県別の分析結果を受けて，市町村別・流
域別の解析が必要であることが分かったため，ひ
とまず，位置情報から 2004 年～ 2021 年の 18 回
分の全ての記録を市町村別に整理して，地点数・
変動係数・COD 値について解析した。

1．全期間（2004 ～ 2021 年）の市町村別地点数

　今だ未調査の市町村が 1 割程度はあるものの，
4 地点以下が 32％で，つまり，5 地点以上の市町
村が 68％で，50 地点以上も 1 割程度あることが

図 22　汚水処理施設普及率と水質

図 21　汚水処理施設普及率（令和元年：2019 年）

図 20　第 18 回（2021 年）の EC と COD
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わかった。やはり，10 年以上の継続団体が多く，
毎年の調査地点も多い地域で多い傾向がみられる
が，その中でも，都道府県と比べて偏りが大きい
ことも示された（図 23）。

2．COD 中央値の市町村別変動係数

　調査地点 5 地点以上の市町村に関して，変動係
数を算出して分布図を作成したところ，変動係数
0.75 以下の市町村が 80% を占めることがわかり，
調査地点数が多いところで変動係数が小さい傾向
が表れ，調査頻度が高いほど，中央値の代表性が
高いことが明らかになった（図 24）。

   

3．市町村別の COD 中央値

　人口集中地域で高く，山岳地域で低い明確な傾
向が表れたが，北海道は例外で，湿地などの自然
的要因で COD が高いことが影響していると思わ
れる（図 25）。

4．法政大学の市町村別調査地点

　整理してみて，一大学一研究室の調査ながら，
すでに全国の市町村の 75％では 1 地点以上調査し
ていることに改めて驚く結果となった。分布図で
は，政令指定都市では区単位で表現しているため
に，大阪市と名古屋市では未調査の地域が多く，
山岳域にも空白域が広がっている。また，継続観
測を行ってきた対馬・御嶽山・猪苗代湖集水域・

図 24　市町村別変動係数（2004 ～ 2021 年）

図 23　市町村別調査地点数（2004 ～ 2021 年） 図 25　市町村別 COD 中央値（2004 ～ 2021 年）

図 26　法政大学の市町村別調査地点（2004 ～ 2021 年）
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魚野川などでは 100 地点を超えるものもあり，20
地点以上の地域も多い。しかし，統計的な処理が
可能となる 5 地点以上の市町村は，まだ 34％で，
今後の調査の工夫が必要である。しかし，COD
だけでなく，EC, ｐ H はもちろん，サンプリング
して詳細な分析も可能な法政大学水文地理学研究
室の調査が全国の市町村を網羅することには重要
な意味があり，継続した努力を続けていきたい（図
26）。

Ⅶ　北海道での市町村別・流域別解析事例

　一度に全国の 1,700 を超える市町村や，地形界
と行政界が一致しにくい流域を扱うのは無理であ
るため，地形界も行政界も大きめでわかりやすく，
いくつか課題が見つかった北海道での解析を行う
ことにした。

1．解析のための水文誌

　市町村や流域単位で水質調査結果を解析するた
めには，関連する様々なデータを整理して水文誌
を作成しておく必要がある。時間がかかる作業で
あるが，少しずつ進めている。

（1）DEM による流域界の抽出
　GIS で DEM を用いれば，簡単に抽出できるよ
うに思えるが，実は，そう簡単ではなく，大流域
は別にして，沿岸域の傾斜の少ない小流域を自動

的に区分することはできず、とりあえず主要な流
域を切り出した図を作成した（図 27）。2020 年の
調査では，沿岸域を中心に約150地点の調査を行っ
たが，その調査地点を流域に落とし込むのも至難
の業で完全に行えてはいない。

（2）地質・植生
　国土数値情報を用いると，北海道全域の地質や
植生を落とし込むことは簡単にできるが，やはり，
流域界が完成していなければ，切り出すことはで
きず、流域毎に抽出する地道な作業が必要である

（図 28）。

（3）市町村別人口と COD
　人口の多い順の札幌市・旭川市・函館市・釧路市・
帯広市・苫小牧市・北見市などが明確に区分され

図 28　地質と流域界

図 27　DEM で区分した流域界 図 29　市町村別人口
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ているが，帯広・釧路・北見には，極端に人口が少
ない市町村が隣接しているのが特徴となっている。
　2018 ～ 2021 年の調査結果を見る限りでは，
COD と人口との相関はほとんど見られない（図
29）。

（4）汚水処理人口普及率と COD
　人口の多い市の普及率は高いが，人口の少ない
沿岸域で普及率が極端に低い地域が存在する。た
だし，その地域で特に COD 値が高いわけではな
く，普及率が低いことが，直接的に河川の水質を
悪化させているわけでもないことがわかる（図
30）。

（5）法政大学の調査地点（2018 ～ 2021 年）
　卒論で数年調査を続けた学生がいたことで，常
呂川と網走川での調査頻度が高いが，十勝川や函

館市でも地点密度が高い。データが多すぎること
で，今回は 2018 ～ 2021 年の結果しかまとめるこ
とができなかったが，全期間でのデータを整理す
ると，ほぼ北海道全域を網羅できるものと思われ
る（図 31）。

（6）COD の分布
　COD の分布をみると，6 以上の地点が広く分布
していて 4 以上の地点も多いことがわかる（図
32）。

（7）人口規模と汚水処理人口普及率
　国土交通省・農林水産省・環境省は，各々が所
管する下水道・農業集落排水等・浄化槽等の汚水
処理施設の処理人口を調査し，毎年度末に共同で
とりまとめ，総人口に対する割合を統一的な指標
である「汚水処理人口普及率」として次年度の 8
月末に公表している。
　最新の令和 3 年末の報告によると，普及率は，
下水道が 80.6%，農業集落排水等が 2.5%，浄化槽
等が 9.4%，コミュニティプラントが 0.1% で，合
計処理人口 1 億 1,621 万人で，汚水処理人口普及
率は 92.6%（令和 2 年度末 92.1%）となっている。
特に，人口 5 万人未満市町村の普及率は，82.7%（令
和 2 年度末 81.9%）と全国平均から大きく後れて
いる（環境省，2022b）。
　また，都市規模別の普及率を取りまとめたもの
も公表しており，規模の大きいものほど，普及率

図 30　汚水処理人口普及率

図 32　COD の分布

図 31　法政大学の調査地点（2018 ～ 2021）
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も下水道の割合も高く，人口の少ない市町村ほど
普及率が低く，浄化槽等や農業集落排水等の割合
が大きくなることがよくわかる（図 33）。

（8）北海道の市町村人口と汚水処理人口普及率
　公表されている市町村別の汚水処理人口普及率
の資料（令和 2 年度末）から，北海道の市町村を
抽出し，人口と普及率の関係を図化すると，北海
道の汚水処理の状況が明らかになってきた。
　北海道の 5 万人以上の市では，全て各規模の平
均値を上回っているが，函館市では普及率が低く，
普及率の低い町村の合併（2004 年）が影響してい
ると思われる。また，5 万人以下でも普及率が
90% を超える市町村も多い一方，5 万人以下の市
町村の平均値である 81.1％を下回るものが 30 以
上，50% 以下のものが 8 町村あり，大きな課題と
なっている（図 34）。

2．流域ごとの分布図

　DEM を用いて作成した流域界をもとに，流域
ごとに調査結果をまとめることができるが，数が
多いので，ここでは，流域面積の広い石狩川・十
勝川・天塩川の事例を紹介する。

（1）石狩川
　中流域や北部では調査地点が少なく，下流域や
富良野周辺で多く，COD も高い傾向にある（図
35）。

（2）十勝川
　十勝川本流と，南側から合流する札内川をはじ
めとして帯広を流れる河川の COD の値は低いが，
北から合流する河川と下流で合流する支流の値は
高く，上流域でも，温泉や火山の影響のある地域

図 33　行政の人口規模と汚水処理人口普及率

図 34　北海道の市町村人口と汚水処理人口普及率

図 35　石狩川の水系と COD（2018 ～ 2021 中央値）

図 36　十勝川の水系と COD（2018 ～ 2021 中央値）
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で高い値が観測されている（図 36）。

（3）天塩川
　観測地点が，広く分布しているわけではないが，
上流域の一部と，下流域で COD6 以上の地点が分
布しており，市街地や湿地の影響と考えられる（図
37）。

Ⅶ　おわりに

　前稿に引き続き，日本の河川の水質の変遷を明
らかにするために，①過去の文献や報告書から
1970 年以前の水質を復元し，②「公共用水域の水
環境調査」結果について水域別に分析し，③「身
近な水環境の全国一斉調査」の結果について都道
府県別に整理した上で問題点を抽出し，④市町村
別の地点数・変動係数・COD 中央値について解
析し，⑤北海道の水文誌を含む様々な図を作成し
て市町村別と流域別に結果を整理して今後の方向
性を示した。
　その結果，①過去の水質復元にはまだまだ時間
を要すること，②渇水期に水質が悪化している現
象の解析が今後の環境変化の予測に役立つ可能性
があること，③都道府県別の水質解析は，経年的
な変化は示しても，必ずしも汚水処理人口普及率
との対応は良くないこと，④さらに詳細な市町村
別の解析が求められること，⑤北海道のように，
地域別の詳細な解析が効果的であること，などが

示された。　
　前稿の結論でも述べたように，本研究のテーマ
は大きく，容易く明確な結果は求められないが，
未解析の膨大なデータがあり，今後の課題も明確
となったため，引き続き研究を進めていきたい。
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Water quality characteristics of Japanese rivers judging from the results of 
the “National Simultaneous Survey of Familiar Water Environments”（2） 
―Focusing on survey results by municipality and cases in Hokkaido―

KODERA, Koji

Abstract

The water quality of rivers in Japan deteriorated significantly during the period of rapid economic 
growth in the 1950s and 1960s. As already reported (Kodera, 2022), there are still many areas with 
problems regarding the water environment in familiar areas. In my previous article, I compared the 
results of the "Survey of the Water Environment in Public Water Areas" conducted by a public 
institution and the "National Survey of Local Water Environments" conducted mainly by citizens' 
groups, and compared long-term changes in river water quality in Japan. Although we have focused on 
the characteristics by prefecture, this paper presents more detailed characteristics based on the data 
classified by municipality. In particular, we advanced concrete discussions on the Hokkaido region and 
indicated the direction of future research.

Keywords :  Keywords: Japan, rivers, water quality, water environment, , water quality characteristics, 
hydrogeography
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